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別紙
委員長　　　　開会宣言
認定第６号
長寿課長　　　認定第６号平成25年度長久手市介護保険特別会計決算認定について説明
原田委員　　　地域密着型介護サービス給付費の執行率が62.83％と低いがなぜか。
長寿課長　　　当初予算に計上した、定期巡回随時対応型サービスが平成25年度末に開始、小規模特別養護老人ホームの開設が平成26年４月になり、執行しなかったためである。
原田委員　　　施設介護サービス給付費も執行率が87.13％と低いがなぜか。
長寿課長　　　特別養護老人ホームや老人保健施設の利用者の数が、延べ人数で平成24年度は1,308名、平成25年度は1,272名であり平成24年度に比べて約30名減少したためである。
原田委員　　　居宅介護住宅改修費は121.4％増えているがなぜか。
長寿課長　　　平成24年度の利用が51件、　平成25年度75件で３割増であったため、支出が増えた。
木村委員　　　居宅介護サービスが平成24年度に比べて増えているが、介護者へのケアはどうなっているか。

長寿課長　　　介護者への支援として、家族支援プログラム事業として月に一度、認知症の方を介護している家族向けに家族交流会を実施している。また、社会福祉協議会において、地域におけるサロン活動に取り組んでいる。
木村委員　　　今のところ問題等はないか。

長寿課長　　　家族交流会について、認知症の方に限らず介護している家族が集まる場を設けてほしいという意見がある。また、地域のサロン活動の場がさらに多くなればと思っている。

じんの委員　　介護予防二次予防事業費について、昨年度より２倍になっているが、実際に対象になる方は何人なのか。
長寿課長　　　介護予防二次予防事業費の増加は、平成25年度より社会福祉協議会へ委託しており人件費が増加したためである。介護予防事業の参加者の延べ人数は4,427人であるが、実人数は把握していない。
じんの委員　　介護予防二次予防事業に参加してもらうように促す努力はしているのか。
長寿課長　　　65歳～74歳の偶数年生まれの方と75歳以上の方全員を対象に調査を行っており、4,500人ほどの方に介護予防のための基本チェックリストを送付した。
じんの委員　　平成24年度に比べて、要介護１になった方が62人増えたが、増えた原因の分析はできているのか。その中で介護予防事業に参加された方はいたのか。

課長補佐　　　増えた原因の具体的な分析はできていない。ただ、介護認定審査会の判断として、要支援２から要介護１へと変わる場合、その方にとって現状の状態がここ半年で不安定であるか、認知症の低下が認められるかの２点の条件の内１つを満たす必要がある。そのため、例年に比べると状態が不安定な方、認知症の低下が認められる方が多かったのだと思う。また、介護予防を受けていた方がどの程度いたかは把握していない。

すえ副委員　　委員報酬について、一人いくらの報酬なのか。
長寿課長　　　一人当たり１回２万円です。

すえ副委員　　主治医等意見書作成手数料があるが、主治医は市外の医者でもいいのか。

長寿課長　　　その通りです。

じんの委員　　包括支援事業の事業費が3,324万円であるが、内訳はどのようか。

長寿課長　　　社会福祉協議会の地域包括支援センターには1,724万8,000円、愛知たいようの杜地域包括支援センターには1,599万2,000円となっている。
原田委員　　　介護予防サービス費等諸費について、介護予防サービス給付費が81.8％、地域密着型介護予防サービス給付費が20.2％、介護予防サービス計画給付費が89.2％と執行率が低いがなぜか。
長寿課長　　　当初予算の積算は、前年度の実績や利用見込みの割合に伸び率をかけて出しているため、見込みよりも利用が少なかったという状況である。
原田委員　　　平成24年度に比べて、高額医療合算介護サービス等諸費が168％、地域支援事業費が113.5％、介護予防事業費が127.7％、包括的支援事業・任意事業費が108.2％と伸びているがなぜか。
長寿課長　　　高額医療合算介護サービス等諸費については、対象者が平成24年度103人、平成25年度155人と増加したため。地域支援事業費については、介護予防二次予防事業及び介護予防一次予防事業を社会福祉協議会へ委託をしたための人件費の増加及びアンケート調査の対象者が増加したため。包括的支援事業については、平成25年度に社会福祉協議会のセンターにおいて出張相談を実施したこと及び２事業所で高齢者の方の集まりを実施しており、その事業の補助が増加したためである。
原田委員　　　介護認定者の割合は全国的にはどうなのか。
長寿課長　　　平成25年度の認定率は、長久手市が13.1％、愛知県内の自治体平均が15.2％、全国平均が17.6％であるため、低い数値であると思う。
原田委員　　　特定入所者介護サービス費について、低所得者が介護施設に入所した場合、食事や居住費の負担を軽減する仕組みがあるが、平成25年度の利用は何件か。
長寿課長　　　延べ件数で、食事については1,159件、居住費812件の利用があった。
加藤委員　　　認知症介護家族交流会支援委託について、交流会の内容は具体的に何か。

長寿課長　　　家族間での意見交換や医師からの情報提供等の勉強会を行っている。

加藤委員　　　参加者はどれくらいか。

長寿課長　　　月により増減はあるが、７～８名の方が参加している。

加藤委員　　　成年後見センター負担金について、利用状況は。
長寿課長　　　尾張東部成年後見センターの負担金になるが、長久手市で受任している方は３名である。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論

原田委員　　　低所得者のための保険料の減免やサービス利用料の軽減・減免制度をつくることが必要だと考えるが、なかなか実施されない。安心して介護が受けられ、元気な老人を増やしていくよう、はっきりとした目標を持って介護保険制度を運営していただきたい。
賛成討論なし
反対討論なし

認定第６号平成25年度長久手市介護保険特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第６号は、原案のとおり可決
議案第３８号
長寿課長　　　議案第38号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）について説明

佐野委員　　　生活支援介護予防サービス基盤整備事業について、基盤整備はどこまでの成果を目標にしているのか。
課長補佐　　　平成26年度については、市内に生活支援サービスのコーディネーターを配置し、地域に不足するサービス・支援の創出、ＮＰＯ・ボランティア等の生活支援サービスの担い手の養成などを行い、様々な事業主体とネットワークを構築し連携体制づくりの準備をする。

佐野委員　　　委託先はどう募集するのか。
長寿課長　　　事業所の選定は公募する。介護保険事業所が中心になると思う。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
　　　　　　　

議案第38号平成26年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第38号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午前11時00分休憩
午前11時10分再開

議案第４４号
福祉課長　　　議案第44号長久手市福祉事務所設置条例の一部を改正する条例につい

て説明　　　　

じんの委員　　父子家庭への支援にどのような影響があるか。
福祉課長　　　今まで母子家庭を対象としていた福祉資金貸付制度が、父子家庭も対象となるため、これまでより支援が充実することになる。
じんの委員　　周知方法と支援体制はどうなっているのか。
福祉課長　　　市内で対象となる児童扶養手当の受給者数として父子家庭が11世帯であり、児童扶養手当の認定に合わせて周知していきたい。件数としては、現在母子家庭への支援体制から若干増えるだけであるため、支援体制は現状で問題ない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第44号長久手市福祉事務所設置条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第44号は、原案のとおり可決
認定第２号
保険医療課長　認定第２号平成25年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定について説明　　　　

じんの委員　　平成25年度の特定健康診査の受診率目標はクリアしたのか。
保険医療課長　目標率は50％であったが、暫定で47.3％であるためクリアはしていない。
じんの委員　　愛知県下での状況はどうか。
保険医療課長　平成25年度については把握していないが、平成24年度は県内11位であり、高い数値であると考える。
じんの委員　　特定保健指導について、積極的支援の利用者が昨年度から減っている理由は何か。
国保年金係長　対象者の方へは面接を行い、継続的に数回指導するが、初回の面接もできない方、継続指導ができない方がいるため利用者数が伸びていない。
じんの委員　　受診勧奨はしているのか。
国保年金係長　電話でまず接触を図っている。
じんの委員　　平成26年度はどうしていくのか。
国保年金係長　電話だけでなく訪問も考えている。
原田委員　　　国民健康保険税の徴収率があがっている理由は何か。
収納課長　　　滞納整理機構へ出向した職員が現在２名収納課にいるため、滞納整理に対する自信や経験が生かされているのだと考える。
原田委員　　　平成25年度の短期保険証の発行、留め置きの状況はどうだったのか。
保険医療課長　短期保険証発行については平成26年3月で283世帯に発行、来庁通知は78世帯行っており、未来庁世帯が63世帯である。
原田委員　　　保険証を届けることについて、どう改善したのか。
保険医療課長　短期保険証の留め置き者へのフォローは、３か月毎の来庁者通知を行い、未来庁者については所在確認や生活状況を確認していきたい。
原田委員　　　今年度保険証が更新されたが、現時点で保険証を届けていない方はどれだけいるのか。
保険医療課長　短期保険証の対象が352世帯あり、来庁通知を101世帯に送付した。
加藤委員　　　優良被保険者世帯記念品の対象者の条件は何か。
保険医療課長　前年度に病院へかかっていないことが前提であり、年度末時点で国保税に未納がない世帯であること、年度末時点で国保加入世帯であること、住民税の申告世帯であることの３つの要件を満たしている世帯が優良世帯となる。平成25年度は123世帯が対象であった。

加藤委員　　　後発医薬品差額通知作成委託の内容は何か。また後発医薬品の医療機関への啓発は行っているか。
保険医療課長　平成24年11月から平成25年12月の診療月までの分で2721通発送した。各医療機関への要請等は行っていないため、今後の課題とする。
佐野委員　　　滞納整理機構へ出向した職員との情報共有はどうしているのか。マニュアルは作っているのか。
収納課長　　　後継者は育っていると考える。

原田委員　　　滞納している方で、国民健康保険税の減免制度を申請していない方もいると思うが、申請を認めなかったことはあるのか。
保険医療課長　減免の申請を認めなかった事例はない。
原田委員　　　医療費の窓口負担を軽減することが全国的に行われているが、長久手市の現状はどうか。
国保年金係長　医療費の一部負担金減免について、平成25年から要綱を作成し対応しているが、活用には至っていない。
原田委員　　　活用に至っていない原因は何か。
国保年金係長　相談に来られる方へは、保険税の軽減を始め様々な軽減制度の案内をするが、一部負担金減免の要件に当てはまる方が今のところいないためである。

原田委員　　　平均所得と調定額の推移はとっているのか。単身者、２人世帯の推移はどうか。
国保年金係長　ここ２、３年一人当たりの保険税の調定額に変動はない。保険税は所得に応じての影響が高いため、所得の変動もないと考える。平均所得については、所得階層別の世帯を確認すると平成23年９月末で300万円以下の世帯が約70％であり、平成26年度末も約70％であるため、所得階層にも変動はあまりない。１人世帯、２人世帯については、全体の80％占めている。世帯人数は減っている傾向にある。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　低所得者の保険税の負担割合が非常に大きい。減免制度を拡充し、安心して国保制度に加入できるような信頼関係を築くべきである。
賛成討論なし
反対討論なし

認定第２号平成25年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第２号は、原案のとおり可決
認定第７号
保険医療課長　認定第７号平成25年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定について説明　
原田委員　　　滞納のある方へ短期保険証は発行しているのか。
保険医療課長　発行していない。訪問面談による納税相談をしている。
原田委員　　　健診事業受託収入について、何人が受診し、その結果病気にかかるのが遅くなった等結果につながったという分析はあるのか。
医療係長　　　平成25年度は1213人が健診を受診している。検診結果の分析はしていない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　75歳以上の方の医療保険制度でありながら、私たちが独自に審議することができない。また短期保険証を発行していないとのことだが、財政負担が厳しい方が加入している医療保険制度であるため、お金があるかないかで差がでる制度は廃止すべきだと考える。
賛成討論なし
反対討論なし

認定第７号平成25年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定については、賛成多数。
認定第７号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午前12時05分休憩

午後１時15分再開

議案第３９号
保険医療課長　議案第39号平成26年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について説明　　　　

原田委員　　　過年度療養給付費負担金の過年度とは何年度のことか。
保険医療課長　平成25年度のことです。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第39号平成26年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第39号は、原案のとおり可決
議案第４８号
保険医療課長　議案第48号長久手市障害者医療費支給条例の一部を改正する条例について説明　　　　

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第48号長久手市障害者医療費支給条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第48号は、原案のとおり可決

議案第４９号

保険医療課長　議案第49号長久手市母子家庭等医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について説明　　　　

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第49号長久手市母子家庭等医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第49号は、原案のとおり可決

議案第４５号

子育て支援課長　議案第45号長久手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の制定について説明　　　　

じんの委員　　　第６条で、正当な理由のない提供拒否の禁止等とあるが、正当な理由とは何か。
課長補佐　　　　定員を超えるような申込みがあった場合を想定している。
じんの委員　　　例えば障害がある子どもの申込みがあったとき、施設の体制が整っていないことを理由に断ることはないか。
課長補佐　　　　まず保育園の入所にあたって、集団の保育が可能であるかで判断することはあるが、体制が整っていないことを理由に判断はしない。
佐野委員　　　　第30条の苦情解決について、現在運用はばらばらであると思うが、今後運用基準をそろえていくのか。
子育て支援課長　苦情解決については、既に外部の苦情解決委員で実施しているため、引き続き行う。
佐野委員　　　　その運用を家庭的保育や事業所内保育でも同じレベルを求めていくのか。
子育て支援課長　その通りです。
佐野委員　　　　苦情解決委員会を個別に家庭的保育にも設置していくのか、共通の場を市で用意するのか。
課長補佐　　　　現状で、苦情解決委員会を家庭的保育で起きた苦情を委員の中で解決策を話し合うことをしているので、今後も引き続き行っていきたい。
同課主幹　　　　苦情解決会議を開催しておりますので、事業所内保育でも同じように指導していきたいと考えている。
原田委員　　　　利用者負担額等の受領について、特定教育・保育施設は保育料以外にも日用品や文房具の費用を別途徴収することができるということか。

課長補佐　　　　上乗せ徴収や実費徴収についての規定はあるが、保護者の同意が必要であり事業者の判断だけで徴収するものではない。
原田委員　　　　国の基準に従うべきものもあるが、市町村の裁量で決められる項目もあるため、従うべき基準と市町村で決められるものと区別をきちんとすべきである。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論
　　　　　　　　
原田委員　　　　待機児童を解消するためには、国が費用を出して解決すべきであるが、新しい条例では規制緩和により民間事業者の参入を奨励するものである。また、他の自治体ではパブリックコメントを取り内容を精査しているが、長久手市では行っていない。自治体で決めることができる項目についてはきちんと決めてもらいたい。
賛成討論なし
　
　反対討論なし

　

議案第45号長久手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の制定については、賛成多数。
議案第45号は、原案のとおり可決

　

議案第４６号

子育て支援課長　議案第46号長久手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について説明　　　　

じんの委員　　　長久手市では家庭的保育事業を始めて２年経つ。現行では家庭的保育者は、保育士資格を有する者が従事することになっているが、今回の条例では保育士資格がなくとも従事できることになっている。現行と変わっているが、運用面で担保できるのか。
子育て支援課長　保育士と同等以上の知識及び経験を有する方を認めるということであり、誰もが従事できるわけではない。看護師や保健師で保育経験がある方が妥当でないかと考えている。
じんの委員　　　他市では保育士と指定しているところもあるが。
子育て支援課長　子ども・子育て支援法の目的が、保育の質を高めると同時に保育をする場所を拡大することであるため、あまりハードルを高くするべきではないと考える。
じんの委員　　　食事について、自園調理にするのか、食事を搬入するのか等これから決めなければならないことがたくさんあるが、これからの方針はどうなっているのか。
課長補佐　　　　食事の提供については国の従うべき基準として自園調理が求められている。この基準は５年間の経過措置が認められているため、その中で事業者に説明し対応していきたい。
じんの委員　　　５年間の中で自園調理に向けて対処していくのか。
子育て支援課長　自園調理だけなく、連携施設からの食事の調達も可能であるため、幅広く検討していきたい。
佐野委員　　　　居宅訪問型保育事業について、家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児は１人となっているが、兄弟や双子への対応はどう想定しているか。
課長補佐　　　　家庭的保育者１人で複数の児童の対応はできないことが、国からも示されている。２人兄弟であれば家庭的保育者も２人必要である。
佐野委員　　　　第40条で居宅訪問型保育連携施設を規定しているが、現状で市内での連携施設は想定しているのか。
課長補佐　　　　市内に該当する施設はないため、今のところこの事業を開始できる体制は整っていない。経過措置の中で、障害に関する施設の事業者へ連携施設となってもらうことを相談することが考えられる。
佐野委員　　　　現在、訪問看護をやっていると思うが、結びつけることもできるのか。
福祉部次長　　　訪問看護は居宅の場合は認められるため、組み合わせていくことは可能であると考える。
原田委員　　　　小規模保育事業所Ａ型、Ｂ型、Ｃ型の保育士の質で格差があると思う。全員保育士資格を有する者にすべきではないか。
子育て支援課長　小規模保育事業については、質の向上だけでなく量の拡大も目的であるため、あまりハードルを高くすべきではないと考える。
原田委員　　　　設備の基準について、３、４階以上の階の基準もあるが、もしもの事態の時に避難するときはどうするのか。３、４階以上の階で安全に保育することができるのか。
子育て支援課長　スプリンクラー設備が設けられていることや耐火構造であることなど３、４階の場合は厳しい条件が付いている。
原田委員　　　　子どもにとって環境の悪い場所で保育できるというのはどう考えるのか。
子育て支援課長　保育については安心安全が第一と考えている。
すえ委員　　　　スプリンクラー、耐火についての条件は書かれているが、耐震についてはどうか。
子育て支援課長　現行で行っている場所はすべて耐震である。
質疑及び意見を終了
討論
　
反対討論
原田委員　　　　子どもにしても保護者にしても保育内容は非常に大きな影響を持つものと考える。家庭的保育について、待機児童をなくすという点を重視するのであれば、保育条件をもっと精査をすべきである。
　
賛成討論なし

反対討論
じんの委員　　　子どもたちを預ける保育施設に格差があってはいけないと思う。現行で実績が２年間あるが、この条例によって現行と同等のままなのか、よくなるのか、はっきりとした今後の見通しが示せないままであるため、反対の判断をせざるを得ない。
　　　　　　　　賛成討論なし

　　　　　　　　反対討論なし

議案第46号長久手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定については、賛成多数。
議案第46号は、原案のとおり可決

　
議案第４７号

子育て支援課長　議案第47号長久手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について説明　　　　

原田委員　　　　国は放課後児童クラブを学校の空き教室を使うことを考えているが、この条例によって保護者の方の負担は軽くなるのか。
副市長　　　　　保護者の負担が軽くなるかは議論が出来ない。公設民営方式で今後もやっていきたい。
原田委員　　　　放課後児童支援員の資格要件の格差が大きいと思うがどう考えるか。
子育て支援課長　資格要件について、平成32年３月末までの経過措置の中で内容を考えていきたい。
じんの委員　　　放課後児童クラブが小学校６年生まで対象になるが、現在利用している児童館では手狭にならないか。
子育て支援課長　多少の人数の増加には対応できると考える。今後の課題とする。
佐野委員　　　　児童館だけでなく、学校施設や公共施設の有効な利用、サテライト教室の運用のような想定はしているのか。
子育て支援課長　今後考えていきたい。
子ども未来係長　今後学校側と協力して、協議していきたいと考えている。
原田委員　　　　専用区画とは具体的に何か。
課長補佐　　　　保育を行う専用的なスペースである。遊び・生活の場としての機能、静養するための機能を備えた部屋の中で、家具類をよけた残りの有効面積である。
原田委員　　　　1.65平方メートルでは狭くないか。独自に決めることはできないのか。
課長補佐　　　　これまでの施設も1.65平方メートルの基準により受入の人数を定めている経緯もあり、国の基準どおりとした。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
原田委員　　　　子ども達の生活の場となるため、積極的に施設を整備するような姿勢がもっと必要である。
賛成討論なし
反対討論なし

議案第47号長久手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定については、賛成多数。
議案第47号は、原案のとおり可決

暫時休憩
午後２時44分休憩
午後２時55分再開

請願第４号

紹介議員　　　　請願第４号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を求める請願について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第４号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を求める請願については、全員賛成にて採択。
意見書案
委員長　　　　　じんの委員から委員会での意見書提出を依頼する旨の提案がありました。じんの委員は意見書の内容のご説明をお願いします。

じんの委員　　　意見書寡婦（夫）控除を全てのひとり親家庭まで拡大することを求める意見書に係る委員会提出について説明

原田委員　　　　税法上で差別があること、また母子家庭などの多様性のある生き方が増えている中で、所得が低いことにより子どもの教育に格差を与えることになる。税法上の解決策として、格差をなくしていく意味で大事な提案だと考えるが、どう考えるか。
じんの委員　　　民法では、嫡出でない子の相続分が嫡出子の相続分と同等になった。税法上においては、婚姻の書類を出すかどうかによって不平等が生じているため、是正していきたい。子どもの貧困によって、学力に格差が出ることを少しでも解消できるのではないかと考えるため、委員会提出として提案していただきたいと考える。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
意見書案　寡婦（夫）控除を全てのひとり親家庭まで拡大することを求める意見書について、委員会として意見書を提出することに全員が賛成。
意見書案は、提案のとおり委員会提出することとして可決。
　　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査することを委員長が提案する。
　　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午後３時10分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成26年９月19日
教育福祉委員会委員長　　岡崎つよし
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